
注記 １． 重要な会計方針

（１）引当金の計上基準

徴収不能引当金
…

退職給与引当金
…

（２）その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法
…

たな卸資産の評価基準及び評価方法
…

外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準
…

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法
…

教育研究活動に付随する活動に係る収支の表示方法
…

２． 重要な会計方針の変更等

３． 減価償却額の累計額の合計額 円

４． 徴収不能引当金の合計額 円

５． 担保に供されている資産の種類及び額

土　地 円

建　物 円

６． 翌年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 円

７． 当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

該当事項なし

預り金、その他経過項目に係る収入と支出は相殺して表示している。

補助活動に係る収支は総額で表示している。

40,888,251,301

金銭債権の徴収不能に備えるため、一般債権については徴収不能実績率等により、徴収不能懸念債権については個
別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

大学の教職員及び附設学校等の職員に係る退職金の支給に備えるため、期末要支給額 4,812,756,566円の100％を
基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額を計上して
いる。
高等学校及び幼稚園の教員に係る退職金の支給に備えるため、期末要支給額 348,624,918円の100%から東京都私
学財団よりの交付金相当額を控除した金額を計上している。

移動平均法に基づく原価法である。

最終仕入原価法に基づく原価法である。

外貨建短期金銭債権債務については期末時の為替相場により円換算しており、外貨建長期金銭債権債務について
は、取得時又は発生時の為替相場により円換算している。
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担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。 1,407,822,076

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

1,855,436,936

550,277,016



８． その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（１）有価証券の時価情報

①総括表
※科目別表記 （単位：円）

②明細表 （単位：円）

（２）学校法人の出資による会社に係る事項

当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

①名称及び事業内容　
… 株式会社大東スクラム

公共料金の支払代行及び学内テナントの管理運営等に関する業務の委託

②資本金の額
… 20,000,000円

③学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日
… 令和元年１０月１日　20,000,000円　400株

総出資金額に占める割合　100％

④当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄付の金額並びにその他の取引の額
… 当該会社からの受入額 円

… 当該会社への支払額 支払手数料 円

⑤当該会社の債務に係る保証債務
… 学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

債券 49,143,164,000 49,877,505,000 734,341,000
株式 - - -

貸付信託 - - -
投資信託 - - -

時価のない有価証券 1,778,771,203
合　　　　　　計 49,143,164,000

貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

有価証券（流動資産） 0 0

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

有価証券（流動資産） 1,760,000
有価証券（固定資産） 4,810,783,000 4,957,350,000 146,567,000

勘定科目
当年度（令和2年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

第３号基本金引当特定資産 17,985,768,000 18,374,060,000 388,292,000
199,880,000 201,640,000

退職給与引当特定資産 2,399,411,000 2,434,440,000 35,029,000

減価償却引当特定資産 11,397,408,000 11,664,960,000 267,552,000
退職年金引当特定資産 150,000,000

小計 36,943,250,000 37,782,555,000 839,305,000
（うち満期保有目的の債券） (36,943,250,000) (37,782,555,000) (839,305,000)

有価証券（固定資産） 500,000,000 498,880,000 △ 1,120,000

第３号基本金引当特定資産 4,599,914,000 4,556,830,000 △ 43,084,000
0

退職給与引当特定資産 1,700,000,000 1,689,280,000 △ 10,720,000
減価償却引当特定資産 5,400,000,000 5,349,960,000 △ 50,040,000

時価のない有価証券

小計 12,199,914,000 12,094,950,000 △ 104,964,000
（うち満期保有目的の債券） (12,199,914,000) (12,094,950,000) (△ 104,964,000) 

83,485,339

有価証券（固定資産）

合計 49,143,164,000 49,877,505,000 734,341,000
（うち満期保有目的の債券） (49,143,164,000) (49,877,505,000) (734,341,000)

16,880,893,339

20,000,000

退職年金引当特定資産 0
1,778,771,203

有価証券（流動資産）　合計 1,846,571,004

有価証券（流動資産） 1,646,691,004
第３号基本金引当特定資産

150,105,000 105,000

有価証券（固定資産）　合計 5,330,783,000

第３号基本金引当特定資産　合計 22,594,953,860

9,271,860
退職給与引当特定資産 19,323,000
減価償却引当特定資産

小計

退職年金引当特定資産　合計 150,000,000

種　　　　　　類
当年度（令和2年3月31日）

49,877,505,000 734,341,000

退職給与引当特定資産　合計 4,118,734,000
減価償却引当特定資産　合計

有価証券合計 50,921,935,203

0

21,186



（３）所有権移転外ファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引は以下のとおりである。

平成２１年４月１日以降に開始したリース取引
（単位：円）

（４）退職年金制度

リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

合計 2,340,000 975,000

学園と教職員の拠出による独自の退職年金制度が設けられており、令和元年11月30日（年金財政の決算日）における責任
準備金は3,001,335,699円、年金資産の時価評価額は3,081,123,821円となっている。
なお、令和2年3月31日における年金資産の時価評価額は2,907,159,455円となっている。

車両 2,340,000 975,000


